
嬉野市議会議員　 田中　政司

実施月日

実施時間

調査先

調査所在

調査の目的

調査先担当者

経 費 の 内 容 支 払 先 金 額 （ 円 ）

旅費・宿泊費 文部科学省の研修と同日

合　　　計

※裏面に領収書、開催通知等を貼付のうえ、実績報告書の支出明細に添付すること。

食品アクセス支援について

（様式３－２）　調査研究活動記録票（先進地視察又は現地調査に要する経費）

令和７年１１月１０日（月）

１３：００～１３：４５

農林水産省大臣官房　新事業食品産業部食品流通課食品サービス第２班

東京都千代田区永田町２－１－１（衆議院会館）

上記活動に要
した経費

会議や研修等の資料についても整理保管すること

【内容】
令和７年９月に開催された、令和７年度食品アクセス全国キャラバンの資料
を基に食品アクセス総合対策事業の事業内容やそれに伴うメニューなどの説
明と持続可能な食品等流通総合対策事業について説明を受けた。
【まとめ・感想】
　食品アクセス総合対策事業については、地方公共団体や食品事業者、フー
ドバンクや子ども食堂などの地域の関係者が円滑な食品アクセスの確保を目
指し連携するための体制づくりを支援するのが目的で、フードバンク等に対
し立ち上げや機能強化に向けた支援や専門家の派遣などによるサポートなど
が実施されるとなっている。
　この事業の目的としては、食品アクセスの確保に取り組む市町村割合の増
加を目指すとともにフードバンク活動を行う団体の食品取扱量の増加を目的
としている。この事業に取り組むには、地域の関係者が連携して取り組むた
めの地域協議会を設置することがまず第一で、その体制づくりのための現状
や課題の調査・分析を行わなければならず、その為の支援策などがメニュー
となっている。
　未使用食品の取り扱いを拡大し多様な食料へのアクセスを確保することを
最終目標に掲げた事業であり、市が事業に参加するか否かまず関係者等と協
議行い地域協議会を立ち上げることから始まると感じた。

農林水産省大臣官房　新事業食品産業部食品流通課食品サービス第２班
課長補佐　長川康一氏、係長　本川直人氏、係長　新開亮介氏

内容・結果等



嬉野市議会議員　 田中　政司

実施月日

実施時間

調査先
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調査の目的

調査先担当者

経 費 の 内 容 支 払 先 金 額 （ 円 ）

旅費・宿泊費 文部科学省の研修と同日

合　　　計

※裏面に領収書、開催通知等を貼付のうえ、実績報告書の支出明細に添付すること。

身寄りのない高齢者への支援体制について

（様式３－２）　調査研究活動記録票（先進地視察又は現地調査に要する経費）

令和７年１１月１０日（月）

１３：５５～１４：４０

厚生労働省　老健局認知症施策・地域介護推進課
　　　　　　社会・援護局地域福祉課
　　　　　　社会・援護局地域福祉課成年後見制度利用促進室

東京都千代田区永田町２－１－１（衆議院議員会館）

上記活動に要
した経費

会議や研修等の資料についても整理保管すること

【内容】
　令和6年に出された高齢者等終身サポート事業者ガイドラインの説明と身寄
りのない高齢者への支援体制について説明を受けた。
【まとめ・感想】
　身寄りのない高齢者への支援については、地方自治体や福祉関係者にとっ
ても今後の大きな課題であり、その事について国も地域共生社会の在り方検
討会議の中で現在検討が行われているとのことであった。
　その中身としては、身寄りのない高齢者等への対応や総合的な権利擁護支
援策の充実の方向性として、日常生活支援、円滑な入院・入所の手続き支
援、死後事務支援などを行う新たな第2種社会福祉事業を法的に位置づける必
要があるとされている。
　今後、高齢化社会の中で身寄りのない高齢者等の対応については、法の整
備も含めどのような対応ができるのか注視していかなくてはならない。

厚生労働省　老健局認知症施策・地域介護推進課 　係長　瀧澤実帆氏
　　　　　　社会・援護局地域福祉課　　　　　　 主査　古口哲氏
　　　　　　社会・援護局地域福祉課成年後見制度利用促進室　田中優輝
氏

内容・結果等


